
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

岩手県盛岡市経済１丁目３０

０２０　０１１６

019 345 6789

（株）TOKEI マーケティング
　岩手工場

カレンダー

書籍・文房具小売業岩手県盛岡市経済１丁目４０

０２０　０１１６

019 234 5678

（株）TOKEI マーケティング
　岩手販売所

インターネット広告

広告業青森県青森市総務１丁目２－３

０３０　０８６１

017 234 5678

（株）TOKEI マーケティング
　青森営業所

オンライン書籍

出版業北海道札幌市中央区統計町１丁目２－３

０６０　００４１

011 234 5678

（株）TOKEI マーケティング
　北海道営業所

産業横断調査票（調査票Ｃ）については、本社事業所を含む全ての日本国内の傘下事業所について記入してください。
印字されている事業所が2022年6月1日現在で存在していない場合は、二重線で消してください。
印字されている事業所以外に傘下事業所がある場合は、空白行に新たに追加し、ご回答ください（事業所の定義は
P45、46 を参照）。
一部の事業所に灰色の網掛けをしている場合があります。その事業所については、本調査票ではなく、同封の「製造業
事業所調査票」にご回答ください。

追
加

ＲQP

工業デザイン

デザイン業宮城県仙台市青葉区産業町

１丁目３－５

６５４３８９７０２２

  （株）TOKEI マーケティング

宮城営業所

1丁目３３

0 9 1 69 8 1
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　 事業所の主な事業活動3　 事業所の所在地2　 事業所の名称及び電話番号1

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

岩手県盛岡市経済１丁目３０

０２０　０１１６０ １

019 345 6789

（株）TOKEI マーケティング
　岩手工場



※ 詳細については、本冊子「Ｐ５～12」を参照してください。

木造住宅の建築の一式請負

（生産品、取扱商品又は営業種目）
木造住宅

❷建設業を行っている場合の一例

米の栽培

（生産品、取扱商品又は営業種目）
米

❶農業の場合の一例

【記入例】

○ 統計町３丁目２番１号 統計ビルディング８階８０３

○ 統計町３丁目２－１ 統計ビルディング８階８０３
例

公益社団法人 →（公社）
公益財団法人 →（公財）
一般社団法人 →（一社）
一般財団法人 →（一財）

生活協同組合 →（生協）
漁業協同組合 →（漁協）
農業協同組合 →（農協）
社会福祉法人 →（福）（社福）

合同会社 →（同）
学校法人 →（学）
社団（財団）医療法人 →（医）
宗教法人 →（宗）

株式会社 →（株）
有限会社 →（有）
合名会社 →（名）
合資会社 →（資）

例

・主な事業活動については企業全体の事業活動ではなく、それぞれの事業所において、実際に行っている主な事業
活動について記入してください。記入にあたっては、以下の記入例やP５～12の記入例を参考にできるだけ詳しく
記入してください。
・複数の事業を行っている場合は、2021年1月から12月までの1年間の売上（収入）金額が最も多い事業を記入
してください。
・「生産品、取扱商品又は営業種目」については、主に何を販売しているか、何を賃貸しているか、又はどのような
サービスを提供しているかなどがわかるように具体的に記入してください。

　  事業所の主な事業活動3Ｒ

・事業所固有の郵便番号をもっている場合は、その郵便番号を記入してください。
・ビルなどの中にある事業所の場合は、そのビルの名称と入居している階（マンションの場合は、号室まで）も記入し
てください。
・他の事業所の構内にある場合は、「○○構内」（○○は入居先の法人名と事業所名）と記入してください。

・登記上の所在地ではなく、実際に事業を行っている所在地を記入してください。
　  事業所の所在地2Ｑ

・名称は、略称ではなく正式名称（法人の名称に続けて本所・本社・本店、支所・支社・支店等の名称）を記入してく
ださい。法人の名称には、法人の種類も記入しますが、以下の（ ）書きのように省略しても差し支えありません。

　  事業所の名称及び電話番号1Ｐ

すべての事業所に関する調査事項
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＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊
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＊＊＊

＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

記入上の注意
・金額は「万円」単位で記入してください（万円未満を四捨五入）。５千円以上１万円未満の
場合は「１」万円、５千円未満の場合は「０」万円と記入してください。
・「￥」記号は記入しないでください。

ＴＳ

3 2 0 0 0

3 4 0 0 0

5 7 0 0 0

10

12

20

30

25

25
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　 事業所の売上(収入）金額5　 事業所の従業者数4



・各事業所の2021年１月から12月までの１年間の売上（収入）金額について記入してください。
※ 2021年1月から12月までの1年間で記入できない場合は、2021年を最も多く含む決算期間について記入し
てください。

※ 営業期間が１年に満たない場合であっても記入してください。
※ 他の事業所で管理を同一にしている場合や、本社でまとめて管理している場合でも、分けて記入してくださ
い。

※ あらかじめ「＊＊＊」が印字されている場合は記入不要です。
・企業内取引についても売上（収入）金額に含めてください。
・「会社以外の法人」の場合は、経常収益を記入してください。
・売上（収入）金額がない場合は、「０」万円と記入してください。
・ 事業外で有価証券、土地・建物、機械・器具などの財産を運用又は売却などして得た収入は含めません。

　  事業所の売上（収入）金額5T

・各事業所の2022年６月１日現在の人数について記入してください。
・「従業者総数」は、各事業所に所属して働いている全ての人の数を記入してください。
※ 他の事業所で管理を同一にしている場合や、本社でまとめて管理している場合でも、分けて記入してくださ
い。

※ 別経営の事業所へ派遣している人などは含めますが、別経営の事業所から派遣されている人などは含めませ
ん。

※ 有給役員は含めますが、無給の役員は含めません。
・「うち常用雇用者数」は、従業者のうち、いずれかに該当する人の数を記入してください。
-　期間を定めずに雇用している人
-　１か月以上の期間を定めて雇用している人
※ パートやアルバイトと呼ばれていても、常用雇用者の条件に当てはまる場合は、常用雇用者に含めます。
※ 役員は含めません。

　  事業所の従業者数4S

すべての事業所に関する調査事項（つづき）
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＊＊＊＊

・金額は「万円」単位で記入してください（万円未満を四捨五入）。５千円以上１万円未満の
場合は「１」万円、５千円未満の場合は「０」万円と記入してください。
・「￥」記号は記入しないでください。

記入上の注意

　  欄については、「卸売業、小売業」を主な業務として営んでいる事業所のみ記入します。6

〇

3 4 0 0 0

0

VU

43

　 新設事業所の開設時期7　 年間商品販売額6



・新たに追加した事業所のみ（印字されていない事業所を追記した場合のみ）記入してください。
・会社や企業の創業時期ではなく、この事業所が現在の場所で事業を始めた時期の番号を○で囲んでください。

・「卸売業、小売業」を主な業務として営んでいる事業所のみ記入してください。
・    欄「事業所の売上（収入）金額」のうち、卸売及び小売それぞれの年間商品販売額を記入してください。
・2021年１月から12月までの１年間について記入してください。
※ 2021 年１月から12月までの１年間で記入できない場合は、2021年を最も多く含む決算期間について記入
してください。

※ 営業期間が１年に満たない場合であっても記入してください。
※ あらかじめ「＊＊＊」が印字されている場合は記入不要です。
・年間商品販売額には、有価証券、土地・建物、機械・器具などの有形固定資産など、財産を売却して得た収入は含め
ません。
・代理・仲立手数料は、卸売販売額に含めてください。
・企業内取引があった場合は、卸売販売額に含めてください。
・委託販売があった場合は卸売販売額に、受託販売は、再販業者や産業用使用者に販売した場合は卸売販売額に、
一般消費者に販売した場合は小売販売額に含めてください。
・年間商品販売額がない場合は、「０」万円と記入してください。

　  年間商品販売額U

「卸売業、小売業」を主な業務として営んでいる事業所に関する調査事項

6

　  新設事業所の開設時期V 7

新たに追加した事業所に関する調査事項

5
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・ビルやダムなどの建設現場にある詰所等は、事業所と
はしません（管理している建設会社の事業所に含めま
す）。
・マンションの管理人室や、テナントなどが入居するビ
ルの管理人室は、場所が離れていても、原則として別
の事業所とはしません（それらを管理している管理会
社などの事業所に含めます）。
・国及び地方公共団体などの行政機関に在駐している
記者クラブは単一の事業所とはしません（管理してい
る報道機関などの事業所に含めます）。また、空港など
行政機関以外に在駐している場合も、特段の報道機材
を持ち込んでいなければ事業所とはしません。

× 事業所としない例

・他の会社など別経営の事務所から派遣されている
人のみで貴法人の事業活動が行われている場合も、
貴法人の事業所とします。
・貴法人が他社から業務を請負って、他社の工場など
の中に、一定の場所を占めて業務を行っている場
合、その部分は貴法人の事業所とします（指定管理者
制度により施設管理を受託しているような場合も同
様です）。

○ 事業所とする例

・フランチャイズ・チェーン事業の本部と加盟店（別経営）
・親会社と子会社・関連会社などのグループ企業の
事業所
・百貨店やスーパーなどと消化仕入（売上仕入）契約を
結んで、出店している売場

× 同一経営主体とならない例

・フランチャイズ・チェーン事業の本部と直営店
・フランチャイズ・チェーンの加盟店を経営する事業
主（企業）が経営するすべての店舗など

○ 同一経営主体となる例

など

保養所管理人のいる寮資料館お客様センターショールーム社員研修
センター

研究・開発
センター

車両整備所配送センター従業員のいる
倉庫工場営業所支所・支社・

支店
本所・本社・
本店

【事業所とする例、事業所としない例】

●支所・支社・支店（支社等）とは
本社等の統括を受けている事業所のうち、従業者を有し、事業・活動が行われている場所をいい、「支所・支社・支
店」のほか、営業所、出張所、工場、配送センターなどもいいます。

●本所・本社・本店（本社等）とは
他の場所に同一経営の支社等があって、経営全体を統括している事業所をいいます。

【事業所の例】

ここでいう事業所とは、物の生産や、販売、サービスの提供などの経済活動が

　❶単一経営主体のもと（グループ企業は含めません）で / ❷一定の場所を占めて
　❸従業者と設備を有し / ❹継続的に行われているもの

をいいます。
同じ組織であっても、場所が異なる場合は、「場所ごと」にそれぞれ別の事業所とします。
管理事務や補助的な経済活動を行っている場合も、事業所に含めます。

事業所とは

45

＜参考＞事業所の定義



学校ごとに
別の事業所

事業所は３つ

別棟

本棟

❸経営諸帳簿が一緒で分けること
ができないので1つの事業所

❷入口が異なっているので
それぞれ別の事業所

別棟

本棟

❶本棟と別棟は、それぞれ
別の事業所

●テナントとして出店している場合は、出店元の企業の事業所とします。
ただし、百貨店などと消化仕入（売上仕入）の契約を結んで、出店している売場については、出店先の百貨店に含
まれるため、出店元の企業の事業所とはしません。

●同一区画に高校と中学校など２つ以上の学校
がある場合は、学校の種類ごとに別々の事業所
とします。
また、大学に併設されている附属病院や研究所
も、それぞれ別の事業所とします。ただし、大学
の複数の学部学科が同一のキャンパス内にあ
る場合については、１つの事業所とします。

●鉄道などによる運輸業は、管理責任者のいる場
所ごとに別々の事業所とします。
鉄道業で、同一構内に、駅、車掌区、保線区、電力
区などがある場合は、それぞれ別の事業所とし
ます。
ただし、駅長、区長など管理責任者の置かれて
いない機関は、そこを管理する責任者などのい
る事業所に含めて1つの事業所とします。

【区切り方の特殊な例】

❶事業所は、原則として、場所（同一区画）ごとに、それぞれ別の事業所としますので、道路を隔てた別棟において事業を
行っている場合は、それぞれ別の事業所とします。
❷同じ建物でも入口が完全に異なっている場合は、別の場所にあるものとみなして、それぞれ別の事業所とします。
❸ただし、近接していて、経営諸帳簿が一緒で分けることができない場合は、1つの事業所とします。
　※ 経営諸帳簿とは、賃金支払台帳、売上台帳、現金出納帳、出勤管理簿などをいいます。

事業所の区切り方について

※ 事業所の区切り方について、ご不明な点がございましたら、裏表紙のお問い合わせ先までご相談ください。
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